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独立行政法人種苗管理センター 平成25年度事業報告書

１ 国民の皆様へ

(1) 種苗管理センターについて

農業の生産性を高め、農産物の品質の向上を図るためには、新品種の開発の促進と

優良な種苗の生産流通が欠かせません。

平成25年５月には内閣に総理大臣を本部長とする農林水産業・地域の活力創造本部

が設置され、同年12月には「農林水産業・地域の活力創造プラン」が決定されました。

これと連携して農林水産省に設置されている農林水産大臣を本部長とする攻めの農林

水産業推進本部においても生産現場の潜在力を引き出し、その活性化を図る施策が推

進されています。その中では、新品種・新技術による我が国農業の「強み」の発掘・

強化が掲げられ、「強み」を支えるため、品種供給の鍵となる種苗の機動的な供給体制

の整備などに取り組むこととなっています。

こうした中、種苗管理センターは、農業生産の基本となる優良種苗の流通確保を図

る「種苗法」の実施を担う我が国唯一の種苗の管理に関する総合機関として、①種苗

法に基づく品種登録に係る栽培試験及び品種保護対策、②農作物の種苗の検査、③ば

れいしょ、さとうきびの原原種（もと種）の生産・配布、④種苗関連技術の調査研究、

⑤栄養体を主とする植物遺伝資源の保存・増殖の５つの業務を行っています。

(2) 平成25年度の主な業務の取組・成果について

① 栽培試験については、西日本農場を拠点農場とする世界屈指の栽培試験実施体

制の下、農林水産省から指示された出願品種について確実に栽培試験を実施しま

した。さらに、将来的には全出願品種を栽培試験の対象とすることを目指し、栽

培試験の対象とする植物の種類を拡大するとともに、試験結果の報告に要する期

間の一層の短縮を図りました。

また、育成者権侵害の相談等に対して全国的に機動的な対応ができるよう、併

任発令を含む品種保護Ｇメンを７農場に20名配置し、品種保護活用相談窓口を通

じた侵害や６次産業化の促進に向けた在来品種の活用等に係る相談や、依頼に基

づく品種類似性試験及び侵害状況記録の作成等を行いました。

ＡＳＥＡＮ＋３各国の植物品種保護制度の整備と調和をねらいとした東アジア

植物品種保護フォーラム活動の一環として、関係諸国からの研修生の受入れや専

門家の派遣といった国際協力に積極的に取り組みました。

② 種苗検査業務については、農林水産大臣の指示に基づき指定種苗について、表

示検査及び集取・品質検査を計画的かつ的確に行いました。また、依頼検査につ

いて、これまでの調査研究の成果を踏まえ、前年度からスイカ及びメロン種子を

対象に開始した果実汚斑細菌病（ＢＦＢ）検査の対象に、きゅうり、かぼちゃ及

びゆうがお種子を新たに追加しました。
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また、実験室における品質検査の本所への集約化に向け、前年度に着工した総

合種苗保管・検査棟について、温度や湿度を正確にコントロールできる発芽検査

庫等の整備を進め、今年３月に竣工させました。これに合わせ、北海道中央農場

及び西日本農場での室内検査業務を３月で廃止するとともに、人員配置の見直し

を行いました。

東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故に対応して、引き続き輸出先国

や取引先から放射性物質汚染についての証明が求められたことから、事故の起こ

った日以前に収穫されたものであること等の生産履歴証明を行いました。また、

種苗及びその生産ほ場の土壌の放射性物質測定に関する証明書を発行しました。

③ 種苗生産業務については、ばれいしょ原原種の道県の需要量に即した供給量を

確保しました。また、ジャガイモシストセンチュウ対策として道東地区から早期

普及の要望があった生食用新品種スノーマーチについて、24年度に基本ほにミニ

チューバー生産用発根苗を定植して生産した基本種を用い、25年度に通常より１

年短縮して原原種として生産配布しました。

なお、十勝農場産インカのひとみに塊茎腐敗及び萌芽不良、胆振農場産ホッカ

イコガネに萌芽不良の品質問題が発生したため、再発防止対策として、収穫以降

の品質管理チェックリストを作成し、それに即して温度管理の徹底などを図ると

ともに、品質マニュアルに沿った各農場ごとの作業手順書の作成等を進めました。

また、さとうきび原原種についても県の需要量に即した供給量の確保に努めま

した。特に、23年度及び24年度には大型台風の接近及び直撃により原原種の配布

が大幅に減少したことを踏まえ、25年度は24年度補正予算で網室を改修するとと

もに、防風林・防風柵を整備し、台風時の事前・事後対応、報告体制等を整備す

るための台風対策マニュアルを作成するなど、台風被害の軽減に努めました。

こうした取組の結果、25年夏植用については、台風等の被害もなく順調に生育

したことから同計画数量を確保することができ、各県からの申請のあった19品種

全量を配布しました。また、26年春植用については、生産計画数量を見直し、①

沖縄農場の危険率を10％から20％に増加、②鹿児島農場において沖縄県向け農林

８号を50千本、農林22号を30千本増産した結果、申請のあった17品種全量を配布

することができました。

(3) 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針への対応

平成22年12月７日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基

本方針」において個別に措置を講ずべきとされた事項について、次のとおり取り

組みました。

① 出願品種栽培試験委託先募集実施要領に基づき公募対象植物の検討を行い、出

願のあった２種類２件（ストック種及びひゃくにちそう種）13品種について公募

しました。

電子媒体による効率化につきましては、一部の栽培試験結果の農場から本所へ
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の報告において活用することとしました。

② ばれいしょ原原種配布価格について、関係道県や生産者団体等と協議し970円引

き上げることが決定しており、25年度配布価格2,770円／袋（20kg）により配布し

ました。

(4) 今後の取組について

種苗に関する我が国最高の技術力を保持しつつ、他の機関ではなし得ない優位性、

信頼性をもって業務を実施し、文字どおり我が国の種苗に関するセンター（中心機

関）として高い評価を得るよう努めますとともに、種苗管理に関して、アジア地域

における中心的な役割を果たす機関を目指し、積極的な業務運営を図ることとして

おります。

なお、25年12月に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

に基づき、種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研

究所、農業環境技術研究所の４法人を統合し、研究開発型の法人とすることとされ

ました。現在、統合に向けての準備が進められてるところですが、統合メリットを

活かしつつ、種苗管理センターに課せられた使命を引き続き果たすべく努めてまい

りますので、皆様の益々の御理解と御協力をよろしくお願いいたします。

２ 基本情報

(1) 法人の概要

① 法人の目的

種苗管理センターは、農林水産植物の品種登録に係る栽培試験、農作物の種

苗の検査、ばれいしょ及びさとうきびの増殖に必要な種苗の生産及び配布等を

行うことにより、適正な農林水産植物の品種登録の実施及び優良な種苗の流通

の確保を図ることを目的としています。（独立行政法人種苗管理センター法第３

条）

② 業務内容

ア 当法人は、種苗管理センター法第３条の目的を達成するため以下の業務を

行います。

(ｱ) 農林水産植物の品種登録に係る栽培試験を行うこと。

(ｲ) 農作物（飼料作物を除く。）の種苗の検査を行うこと。

(ｳ) ばれいしょ及びさとうきびの増殖に必要な種苗の生産及び配布を行うこ

と。

(ｴ) (ｱ)から(ｳ)の業務に係る技術に関する調査及び研究を行うこと。

(ｵ) (ｱ)から(ｴ)の業務に附帯する業務を行うこと。

イ 種苗管理センターは、アの業務のほか、次の業務を行います。

(ｱ) 種苗法（平成10年法律第83号）第63条第１項の規定による集取
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(ｲ) 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する

法律（平成15年法律第97号）第32条第１項の規定による立入り、質問、検

査及び収去

ウ 種苗管理センターは、ア及びイの業務のほか、これらの業務の遂行に支障

のない範囲内で、農作物に関する技術上の試験及び研究の素材となる植物の

保存及び増殖を行うことができます。

③ 沿革

昭和61年 農林水産省馬鈴しょ原原種農場、茶原種農場及びさとうき

び原原種農場並びに種苗課分室を再編・統合し、農林水産

省種苗管理センターを設置

平成13年4月 特定独立行政法人に移行

平成18年4月 非特定独立行政法人に移行

④ 設立根拠法

独立行政法人種苗管理センター法（平成11年法律第184号）

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

農林水産大臣（農林水産省食料産業局新事業創出課）
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⑥ 組織図 （平成26年3月31日現在）

品 質 管 理 監
情 報 化 総 括 責 任 者（ＣＩＯ）
監 査 室
管 理 部
総 務 課
会 計 課
企 画 管 理 課

業 務 調 整 部
栽 培 試 験 課
種 苗 検 査 課
種 苗 生 産 課

理 理 品 種 保 護 対 策 課
事 病 害 検 査 課
長 事 調 査 研 究 調 整 役

北 海 道 中 央 農 場
後 志 分 場

監 胆 振 農 場
事 十 勝 農 場（

上 北 農 場
非 嬬 恋 農 場
常 八 岳 農 場
勤 西 日 本 農 場）

雲 仙 農 場
鹿 児 島 農 場
沖 縄 農 場

(2) 本所・農場等の住所

① 主たる事務所

本所 ：茨城県つくば市藤本2－2

② 従たる事務所

北海道中央農場 ：北海道北広島市西の里1089

北海道中央農場後志分場：北海道虻田郡真狩村字美原276－1

胆振農場 ：北海道勇払郡安平町早来富岡499

十勝農場 ：北海道帯広市幸福町東４線210－6

上北農場 ：青森県上北郡七戸町字柳平43－86

嬬恋農場 ：群馬県吾妻郡嬬恋村大字田代1017－1

八岳農場 ：長野県茅野市玉川11401－1

西日本農場 ：岡山県笠岡市平成町91

雲仙農場 ：長崎県雲仙市瑞穂町西郷戊1494－35

鹿児島農場 ：鹿児島県熊毛郡中種子町油久5252－1

沖縄農場 ：沖縄県国頭郡東村字宮城404
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(3) 資本金の状況 （単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 9,697 0 0 9,697

その他出資金 0 0 0 0

資本金合計 9,697 0 0 9,697

(4) 役員の状況 （平成26年3月31日現在）

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴

理事長 竹森 三治 自 平成25年4月1日 昭和53年 4月 農林省入省

至 平成29年3月31日 平成21年 1月 東海農政局長

平成23年10月 独立行政法人種苗管理セ

ンター西日本農場長

理事 波川 鎭男 自 平成23年4月1日 総務担当 昭和55年 1月 農林省入省

至 平成27年3月31日 平成21年 4月 農林水産研修所副所長

(平成25年4月1日再任)

理事 田島 和幸 自 平成25年4月１日 業務担当 昭和48年 4月 農林省入省

至 平成27年3月31日 平成23年 4月 独立行政法人種苗管理セ

ンター北海道中央農場長

監事 一川 邦彦 自 平成21年4月1日 平成21年 4月 独立行政法人種苗管理セ

（非常勤） 至 平成27年3月31日 ンター監事（非常勤）

(平成23年4月1日再任)

(平成25年4月1日再任)

監事 碓井 憲男 自 平成19年4月1日 平成19年 4月 独立行政法人種苗管理セ

（非常勤） 至 平成27年3月31日 ンター監事（非常勤）

(平成21年4月1日再任) 現 公認会計士

(平成23年4月1日再任)

(平成25年4月1日再任)

(5) 常勤職員の状況

常勤職員は平成26年１月１日現在において293人（対前年比４人減、1.3％減）

であり、平均年齢は45.8歳（前年45.6歳）となっています。このうち、国等から

の出向者は30人（前年34人）です。
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３ 簡潔に要約された財務諸表

以下の金額は、単位未満を四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

（４及び５において同じ。）

① 貸借対照表（http://www.ncss.go.jp/main/info/zaimu/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額
流動資産 711 流動負債 606
現金・預金等 395 運営費交付金債務 140
その他 315 その他 467

固定資産 9,048 固定負債 379
有形固定資産 9,041 資産見返負債 378
その他 7 その他 1

負債合計 985
純資産の部

資本金 9,697
政府出資金 9,697

資本剰余金 △926
利益剰余金 3
純資産合計 8,774

資産合計 9,759 負債純資産合計 9,759

② 損益計算書（http://www.ncss.go.jp/main/info/zaimu/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

金 額
経常費用（Ａ） 2,786
業務費 2,127
人件費 1,651
減価償却費 41
その他 435

一般管理費 659
人件費 503
減価償却費 6
その他 150

財務費用 0
経常収益（Ｂ） 2,786
運営費交付金収益 2,379
自己収入等 262
その他 145

臨時損益（Ｃ） 0
当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ） 0
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③ キャッシュフロー計算書

（http://www.ncss.go.jp/main/info/zaimu/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

④ 行政サービス実施コスト計算書

（http://www.ncss.go.jp/main/info/zaimu/25zaimu.pdf）

（単位：百万円）

■ 財務諸表の科目

① 貸借対照表

現金・預金等 ：現金、預金、郵便貯金

有形固定資産 ：土地、建物、機械及び装置、車両、工具など独立行政法

人が長期にわたって使用または利用する有形の固定資産

その他（固定資産） ：有形固定資産以外の長期資産で、特許権など具体的な形

態を持たない無形固定資産が該当

運営費交付金債務 ：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された

運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高

金 額
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 25

人件費支出 △ 2,416
運営費交付金収入 2,668
自己収入等 262
その他収入・支出 △ 489

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △ 130
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） △ 1
Ⅳ 資金増加額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △ 106
Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 502
Ⅵ 資金期末残高（Ｄ＋Ｅ） 395

金 額
Ⅰ 業務費用 2,514

損益計算書上の費用 2,787
（控除）自己収入等 △ 273

（その他の行政サービス実施コスト）
Ⅱ 損益外減価償却相当額 260
Ⅲ 損益外減損損失相当額 12
Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0
Ⅴ 引当外賞与見積額 △ 4
Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 △ 204
Ⅶ 機会費用 55
Ⅷ 行政サービス実施コスト 2,634
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政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成

資本剰余金 ：国から交付された施設費などを財源として取得した資産

で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

業務費 ：独立行政法人の業務に要した費用

人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に

要する経費

減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわ

たって費用として配分する経費

財務費用 ：利息の支払に要する経費

運営費交付金収益 ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識し

た収益

自己収入等 ：手数料収入、受託収入などの収益

臨時損益 ：固定資産の除売却損益、災害損失等が該当

その他調整額 ：前期中期目標積立金の取崩額が該当

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係

る資金の状態を表し、サービスの提供等による収入、原

材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出

等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために

行われる投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産の

取得・売却等による収入・支出や施設整備費補助金の交

付による収入が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：リース料総額が300万円以上のファイナ

ンスリース取引に係る債務額が該当

④ 行政サービスコスト計算書

業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、

独立行政法人の損益計算書に計上される費用

その他の行政サービス実施コスト：独立行政法人の損益計算書に計上されな

いが、行政サービスの実施に費やされたと認められるコ

スト

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得

が予定されないものとして特定された資産の減価償却費
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相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸

借対照表に記載されている）

損益外減損損失相当額：独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったに

もかかわらず生じた減損損失相当額（損益計算書には

計上していないが、累計額は貸借対照表に記載されて

いる）

損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得

が予定されないものとして特定された資産の除売却相

当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸

借対照表に記載されている）

引当外賞与見積額 ：財源措置が運営費交付金により行われることが明らか

な場合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上して

いないが、仮に引き当てた場合に計上したであろう賞

与引当金見積額を貸借対照表に注記している）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明

らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損益計算書

には計上していないが、仮に引き当てた場合に計上し

たであろう退職給付引当金見積額を貸借対照表に注記

している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用

料により賃貸した場合の本来負担すべき金額などが該当
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４ 財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主

要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成25年度の経常費用は2,786百万円と、対前年度比276百万円減（9.0％減）

となっています。これは、老朽化施設等解体撤去による外部委託費が対前年

度比16百万円増(164.2％増）となったものの、退職金費用が対前年度比200百

万円減（50.8％減）となったことに加え、人事異動・人員削減等により役員

報酬、給与、賞与及び諸手当、法定福利費・福利厚生費が対前年度比61百万

円減(3.0％減）、保守・修繕費が対前年度比20百万円減（23.5％減）、減価償

却費が対前年度比９百万円減（15.7％減）となったことが主な要因です。

（経常収益）

平成25年度の経常収益は2,786百万円と、対前年度比276百万円減（9.0％減）

となっています。これは、ばれいしょ原原種配布価格の見直し等により事業

収益が対前年度比56百万円増（34.4％増）となったところですが、損益計算

書に計上した費用の減少に伴い費用進行基準による運営費交付金収益への振

替額が前年度比328百万円減（12.1％減）となったことが主な要因です。

（当期総利益）

平成25年度の当期総利益は０百万円と、ほぼ前年度と同額となっています。

（資産）

平成25年度末現在の資産合計は9,759百万円と、対前年度末比467百万円増

（5.0％増）となっています。これは、本所総合種苗保管・検査棟の新築や沖

縄農場防風林・防風柵の新設等により減価償却累計額の増加はあったものの、

有形固定資産が対前年度末比352百万円増（4.1％増）となったことに加え、

施設整備費補助金等の未収金の増などにより、流動資産が対前年度末比113百

万円増（18.8％増）となったことが主な要因です。

（負債）

平成25年度末現在の負債合計は985百万円と、対前年度末比100百万円増

（11.3％増）となっています。これは、２事業年度にわたる工事の竣工に伴

う建設仮勘定見返負債の減などにより、資産見返負債が対前年度末比12百万

円減（3.0％減）となったこと及び、退職者の減などにより預り金が対前年度

末比11百万円減（57.3％減）となったものの、人件費の執行残等による運営
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費交付金債務が対前年度末比80百万円増（132.9％増）となったことに加え、

工事費などの未払金が対前年度末比44百万円増（10.7％増）となったことが

主な要因です。

なお、平成25年度に交付された運営費交付金の当該年度における執行率は

96.0％となっており、これは給与、賞与及び諸手当などの人件費の削減及び

物件費の執行残が主な要因です。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の業務活動によるキャッシュ・フローは25百万円と、対前年度

比257百万円減（91.0％減）となっています。これは、ばれいしょ原原種配布

価格の見直し等により事業収入が対前年度比51百万円増（30.7％増）となっ

たものの、運営費交付金収入が対前年度比189百万円減（6.6％減）となった

ことに加え、前期末退職金などの未払金を含めた人件費支出が対前年度比116

百万円増（5.1％増）となったことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△130百万円と対前年度

比78百万円減（149.4％減）となっています。これは、施設費による収入が対

前年度比248百万円増（288.2％増）となったものの、有形固定資産の取得に

よる支出が対前年度比323百万円増（233.4％増）となったことが主な要因で

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成25年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△１百万円と、ほぼ前

年度と同額となっており、全額がリース債務の返済による支出です。
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表 主要な財務データの経年比較 （単位：百万円）

（注）平成22年度の当期総利益197百万円は、中期目標期間終了に伴い運営費交付

金債務残高を全額収益化したことが主な要因です。

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

各セグメントの事業損益は、それぞれ０百万円と、ほぼ前年度と同額とな

っています。

表 事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）

（単位：百万円）

（注）平成22年度の事業損益203百万円は、中期目標期間終了に伴い運営費交付金

債務残高を全額収益化したことが主な要因です。

区 分 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

経常費用 3,106 3,002 2,965 3,062 2,786

経常収益 3,106 3,204 2,965 3,062 2,786

当期総利益 1 197 2 0 0

資産 10,288 10,150 9,359 9,292 9,759

負債 907 797 576 885 985

利益剰余金（又は繰越欠損金） 3 200 2 2 3

業務活動によるキャッシュ・フロー 89 △ 86 △ 124 282 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 195 64 △ 283 △ 52 △ 130

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3 △ 8 △ 2 △ 1 △ 1

資金期末残高 713 683 273 502 395

区 分 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

栽培試験事業 0 0 0 0 0

種苗検査事業 0 0 0 0 0

種苗生産事業 0 0 0 0 0

調査研究事業 0 0 0 0 0

遺伝資源事業 0 0 0 0 0

法人共通 0 203 0 0 0

　　　合計 0 203 0 0 0
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③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

栽培試験事業の総資産は1,437百万円と、対前年度末比70百万円減（4.7％

減）となっています。これは、減価償却累計額の増加、建物の除却等により

固定資産が対前年度末比67百万円減（4.5％減）となったことが主な要因です。

種苗検査事業の総資産は838百万円と、対前年度末比401百万円増（91.7％

増）となっています。これは、減価償却累計額の増加があったものの、本所

総合種苗保管・検査棟の新築等により固定資産が対前年度末比401百万円増

（91.7％増）となったことが主な要因です。

種苗生産事業の総資産は4,669百万円と、対前年度末比67百万円増（1.5％

増）となっています。これは、減価償却累計額の増加があったものの、沖縄

農場防風林・防風柵の新設に加え、北海道中央農場後志分場ばれいしょ選別

システムの模様替等により固定資産が対前年度末比65百万円増（1.4％増）と

なったことが主な要因です。

調査研究事業の総資産は35百万円と、対前年度末比２百万円減（4.4％減）

となっています。これは、減価償却累計額の増加等により固定資産が対前年

度末比２百万円減（5.3％減）となったことが主な要因です。

遺伝資源事業の総資産は442百万円と、対前年度末比11百万円減（2.4％減）

となっています。これは、減価償却累計額の増加等により固定資産が対前年

度末比11百万円減（2.4％減）となったことが主な要因です。

法人共通の総資産は2,338百万円と、対前年度末比81百万円増（3.6％増）

となっています。これは、減価償却累計額の増加等により固定資産が対前年

度末比31百万円減（1.8％減）となったものの、施設整備費補助金等の未収金

の増などにより流動資産が対前年度末比112百万円増（22.3％増）となったこ

とが主な要因です。



区 分 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

栽培試験事業 1,662 1,684 1,600 1,507 1,437

種苗検査事業 382 365 345 437 838

種苗生産事業 4,926 4,920 4,751 4,601 4,669

調査研究事業 59 49 43 37 35

遺伝資源事業 497 495 488 453 442

法人共通 2,761 2,637 2,132 2,257 2,338

　　　合計 10,288 10,150 9,359 9,292 9,759
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表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）

（単位：百万円）

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

目的積立金はありません。

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成25年度の行政サービス実施コストは2,634百万円と、対前年度比339百

万円減（11.4％減）となっています。これは、引当外退職給付増加見積額が

対前年度比90百万円増（30.7％増）となったこと及び、損益外減損損失相当

額が対前年度比９百万円増（372.4％増）、国債利回りが上昇したことなどに

より機会費用が対前年度比７百万円増（14.2％増）となったものの、退職金

費用の減などにより業務費用が対前年度比330百万円減（11.6％減）となった

ことに加え、損益外減価償却等相当額が対前年度比113百万円減（30.3％減）

となったことが主な要因です。

表 行政サービス実施コストの経年比較 （単位：百万円）

区 分 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

業務費用 2,897 2,779 2,750 2,844 2,514

うち損益計算書上の費用 3,125 3,008 2,965 3,064 2,787

うち自己収入 △ 228 △ 229 △ 215 △ 219 △ 273

損益外減価償却等相当額 496 394 394 373 260

損益外減損損失相当額 2 5 0 3 12

引当外賞与見積額 △ 17 △ 5 0 △ 2 △ 4

引当外退職給付増加見積額 21 65 54 △ 294 △ 204

機会費用 133 116 88 48 55

（控除）法人税等及び国庫納付金 0 0 0 0 0

行政サービス実施コスト 3,531 3,354 3,287 2,973 2,634
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(2) 施設等投資の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

本所総合種苗保管・検査棟の新築（取得原価517百万円(建物・構築物)）

北海道中央農場後志分場ばれいしょ選別システム（諸作業装置）の模様替

（取得原価19百万円(建物)）

沖縄農場網室の模様替（取得原価16百万円(建物)）

沖縄農場防風林、防風柵の新設（取得原価179百万円(構築物)）

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当ありません。

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

本所きのこ種菌保存検査棟（建物）の除却（取得価格32百万円、減価償却累

計額20百万円）
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(3) 予算・決算の概況

(単位：百万円)

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

収 入

運営費交付金 2,939 2,939 2,822 2,822 2,781 2,781 2,857 2,857

施設整備費補助金 203 200 170 169 23 23 441 86

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0

受託収入 57 60 57 64 57 52 57 47

諸収入 143 149 143 164 149 162 153 170

農場売却収入 246 116 118 0 118 0 56 0

前年度からの繰越金 99 170 115 121 14 14 14 14

計 3,687 3,634 3,425 3,339 3,142 3,031 3,577 3,173

支 出

業務経費 291 453 288 457 320 438 276 476

施設整備費 203 200 170 169 23 23 441 86

その他補助金 0 0 0 0 0 0 0 0

受託経費 57 60 57 64 57 52 57 47

農場等集約整備経費 345 172 233 107 132 0 69 0

一般管理費 337 159 327 190 308 149 298 134

人件費 2,526 2,407 2,349 2,300 2,301 2,306 2,435 2,406

次年度への繰越金 0 114 0 14 0 14 0 14

計 3,759 3,565 3,425 3,299 3,142 2,982 3,577 3,163

予算額 決算額

収 入

運営費交付金 2,668 2,668

施設整備費補助金 554 552

その他補助金 0 0

受託収入 48 45

諸収入 174 226

農場売却収入 52 0

前年度からの繰越金 14 14

計 3,509 3,505

支 出

業務経費 273 507

施設整備費 554 552

その他補助金 0 0

受託経費 48 45

農場等集約整備経費 66 0

一般管理費 292 154

人件費 2,234 2,145

老朽化施設等解体撤去費 43 16

次年度への繰越金 0 14

計 3,509 3,434

農場等集約整備経費の次年度実施分

受託事業の減少

農場等集約整備経費

予算額のほか一般管理費の予算額に業務経費分
135百万円が含まれている

牧之原市からの取得要望を受け協議中

平成２１年度 平成２２年度
区　分

区　分
平成２５年度

受託事業の減少

予算額には業務経費分135百万円が含まれている

知覧農場及び金谷農場の西日本農場等への再編・
統合に伴う代替施設の整備経費

予算額には、前年度予算額の翌年度にわたる債務
負担の承認を受けた額355百万円を含む

平成２３年度 平成２４年度

差額理由
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(４) 経費削減及び効率化目標との関係

種苗管理センターにおいては、当中期目標期間において、運営費交付金で行う

業務のうち、一般管理費（人件費を除く。）を毎年度平均で少なくとも対前年度比

３％抑制するとともに、業務経費を毎年度平均で少なくとも対前年度比１％抑制

することを目標としています。

この目標を達成するため、一般管理費については、契約について競争入札を原

則として競争性を高めるとともに、本所で対応可能な契約は全て本所で実施する

などに取り組んだほか、消耗品費について最小限の支出に抑えましたが、地下タ

ンク工事及び自動車の更新による資産の取得費が増嵩したことから、対前年度比

6.2％増となったものの、基準年度（平成22年度）に対し年平均では9.3％減とな

り目標を大幅に上回りました。また、業務経費についても、農業用資材の一括調

達や資材・消耗品及び機械器具等の更新による支出を最小限に抑えましたが、工

事経費の高騰による予算の不足分を補ったことから、対前年度比3.9％増となった

ものの、基準年度に対し年平均では1.1％減となり目標を上回りました。

表 経費削減及び効率化目標との関係 （単位：百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

区 分 （基準年度）

金額 対前年度比 金額 対前年度比 金額 対前年度比 金額 対前年度比 金額 対前年度比

予算額 337 97.4％ 327 97.0％ 308 94.3％ 298 96.6％ 292 98.1％

一 般 （△3.7％)

管理費 決算額 120 86.4％ 135 112.7％ 105 77.5％ 95 90.7％ 101 106.2％

(△9.3％)

予算額 291 99.4％ 288 99.0％ 280 97.3％ 276 98.6％ 273 98.9％

業 務 (△1.7％)

経 費 決算額 344 97.4％ 345 100.3％ 315 91.3％ 322 102.1％ 334 103.9％

(△1.1％)

(注１)予算の区分に従い作成した決算報告書によるものであり、人件費は含みません。

また、自己収入に係る経費は除いてあります。

(注２)対前年度比欄のカッコ内の数値は、基準年度からの年平均削減率です。

(注３)平成23・24年度の予算額及び決算額は、平成23年度補正予算を除いてあります。

さらに、人件費については、国家公務員の給与水準を十分に考慮し、手当を含

め役職員給与のあり方について、24年度の業績、25年度の人員の適正な配置及び

合理化などを厳しく検証し、検証結果や取組状況を公表しました。具体的な取組

については,役職員の給与について、55才を超える職員について標準の勤務成績で

は昇給を停止及び高位の号俸から昇格した場合の俸給の増加額を縮減する昇給・

昇格制度の見直しを実施し、国家公務員と同様の見直しを実施しました。
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５ 事業の説明

(１) 財源構造

当法人の経常収益は2,786百万円で、その内訳は、運営費交付金収益2,379百万

円（収益の85.4％）、事業収益217百万円（7.8％）、受託収入45百万円（1.6％）、

資産見返負債戻入136百万円（4.9％）、雑益ほか９百万円（0.3％）となっていま

す。

これを事業別に区別すると、下表のとおりとなっています。

ア 栽培試験事業 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 589 96.2％

事業収益 2 0.4％

受託収入 6 0.9％

資産見返負債戻入 9 1.5％

雑益 6 1.0％

合計（Ⅱ） 612 100.0％

イ 種苗検査事業 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 190 91.0％

事業収益 11 5.3％

受託収入 0 0.0％

資産見返負債戻入 8 3.7％

合計（Ⅱ） 209 100.0％

ウ 種苗生産事業 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 689 69.0％

事業収益 203 20.4％

受託収入 0 0.0％

資産見返負債戻入 106 10.6％

雑益 0 0.0％

合計（Ⅱ） 998 100.0％
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エ 調査研究事業 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 48 95.6％

資産見返負債戻入 2 4.4％

合計（Ⅱ） 50 100.0％

オ 遺伝資源事業 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 214 83.3％

受託収入 39 15.2％

資産見返負債戻入 4 1.5％

合計（Ⅱ） 257 100.0％

カ 法人共通 （単位：百万円）

平成25年度決算額 当該事業収益に占める
財源

（Ⅰ） 割合（Ⅱ/Ⅰ）

運営費交付金収益 649 98.5％

資産見返負債戻入 7 1.1％

雑益 3 0.4％

合計（Ⅱ） 659 100.0％

(２) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明

ア 栽培試験事業

植物新品種は、「知的財産立国」を目指す我が国において、農林水産分野にお

ける重要な知的財産と位置づけられており、我が国は「植物新品種の保護に関

する国際条約（ＵＰＯＶ条約）」に加盟し、種苗法（ＵＰＯＶ条約に対応した国

内法）に基づく品種登録制度により、植物新品種の知的財産権（育成者権）の

保護に取り組んでいます。

栽培試験事業は、品種登録制度において、出願品種が新品種であるか否かを

国が審査するために必要なものであり、出願品種を実際に栽培して特性を調査

するものです。また、新品種の育成者権が適切に保護されるよう、全国に品種

保護Ｇメンを配置し、育成者権の侵害対策及び活用のための相談や侵害事実の

判定のための品種類似性試験等を行うほか、水際対策として、関税法に基づく税

関長からの意見照会に際しての侵害疑義物品の鑑定を行っています。

事業の財源は、運営費交付金収益（平成25年度589百万円）、品種類似性試験

手数料等の事業収益（平成25年度２百万円）、受託収入（平成25年度６百万円）、
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資産見返負債戻入（平成25年度９百万円）、雑益（平成25年度６百万円）となっ

ています。

事業に要する費用（平成25年度）は、人件費、水道光熱費、業務材料費、保

守・修繕費等の業務費612百万円となっています。

イ 種苗検査事業

種苗は外観により品種や品質を識別することが困難であることから、種苗購入者

の適切な選択に資するため、種苗法に基づき、食用農作物等農林水産大臣の指定

する種苗（指定種苗）を取扱う種苗業者に品種名、農薬の使用等について表示が義

務付けられるとともに、野菜種子の生産等に関して守るべき基準が定められていま

す。

種苗検査事業では、農林水産大臣の指示に基づき指定種苗の表示や品質の検査

を行い、検査結果に問題があった場合には、業者にその改善を求めます。

また、優良種子の円滑な輸出に資するため、EＣ（現ＥU）との協議に基づくEU向け

輸出野菜種子の検査、OECD品種証明制度に基づくてんさい種子の検査・証明書の

発行を行うほか、優良種子の円滑な取引に資するため、種苗業者等の依頼に応じて

国際基準による種苗の品質検査を行い証明書を発行しています。

このほか、未承認の遺伝子組換え植物の拡散を防ぐため、カルタヘナ法に基づく

遺伝子組換え種苗の立入検査を行っています。

事業の財源は、運営費交付金収益（平成25年度190百万円）、検査手数料収入

等の事業収益（平成25年度11百万円）、受託収入（平成25年度０百万円）、資産

見返負債戻入（平成25年度８百万円）となっています。

事業に要する費用（平成25年度）は、人件費、施設管理外注費、業務材料費、

減価償却費等の業務費209百万円となっています。

ウ 種苗生産事業

我が国の畑作振興上、極めて重要な基幹作物であるばれいしょ及びさとうき

びについては、種苗増殖率が著しく低く（約10倍）、ウイルス病やジャガイモシ

ストセンチュウ等の種苗伝染性病害虫に侵されやすく、その被害が甚大です。

なかでも、ばれいしょは植物防疫法上の唯一の国内検疫(指定種苗検疫)の対象とな

っており、また、同法により病害虫発生国からの輸入は原則として禁止されています。

このため、これら作物については、健全無病で優良な種苗の安定供給が不可欠

であり、種苗管理センター、道県、農業団体による３段階増殖体系が整備されており、

種苗管理センターはその起点となる原原種を一元的に供給しています。

事業の財源は、運営費交付金収益（平成25年度689百万円）、生産物売払代等

の事業収益（平成25年度203百万円）、受託収入（平成25年度０百万円）、資産見

返負債戻入（平成25年度106百万円）、雑益（平成25年度０百万円）となってい

ます。
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事業に要する費用（平成25年度）は、人件費、業務材料費、水道光熱費、保

守・修繕費等の業務費998百万円となっています。

エ 調査研究事業

調査研究事業では、種苗管理センターが行っている栽培試験、種苗検査及び

種苗生産の各事業の高度化・効率化を図るため、新技術の開発や試験研究機関

の成果の導入・実用化に取り組んでいます。

事業の財源は、運営費交付金収益（平成25年度48百万円）、資産見返負債戻入

（平成25年度２百万円）となっています。

事業に要する費用（平成25年度）は、人件費、消耗品費、減価償却費、保守

・修繕費等の業務費50百万円となっています。

オ 遺伝資源事業

遺伝資源事業では、新品種育成の素材として欠かせない遺伝資源を保存する

ため、独立行政法人農業生物資源研究所をセンターバンクとする｢ジーンバンク

事業｣のサブバンクとして、いも類、果樹類、茶、特用作物など栄養繁殖植物を

栽培しながら保存するとともに、麦類、豆類等の種子の再増殖を実施しており、

また、これら保存・増殖する植物の特性を評価しています。

事業の財源は、運営費交付金収益（平成25年度214百万円）、受託収入（平成2

5年度39百万円）、資産見返負債戻入（平成25年度４百万円）となっています。

事業に要する費用（平成25年度）は、人件費、水道光熱費、業務材料費、消

耗品費等の業務費257百万円となっています。

(３) 年度計画に定めた項目ごとの実績

別添資料参照。


